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当社子会社の解散に関するお知らせ 

 

  当社は、平成 20 年４月 18 日開催の取締役会において、下記の当社の子会社を解散する方針

を決定致しましたので、下記の通りお知らせ致します。 

 

記 

 

１．解散する子会社の名称および概要ならびに解散の日程 

【当社保有子会社】 
会社名 Mizuho Preferred Capital  

(Cayman) 5 Limited 
Mizuho Preferred Capital  
(Cayman) 6 Limited 

所在地 PO Box 309, Ugland House, Grand Cayman KY1-1104, Cayman Islands 
代表者氏名 原田 直巳 

事業内容 優先出資証券の発行及び劣後ローンの貸付 

設立年月 平成 14 年８月  

資本金 15 億円 12 億円 

解散の日程 平成 21 年３月末までに清算結了（予定） 

 

会社名 Mizuho Preferred Capital  
(Cayman) 7 Limited 

Mizuho Preferred Capital  
(Cayman) 8 Limited 

所在地 PO Box 309, Ugland House, Grand Cayman KY1-1104, Cayman Islands 
代表者氏名 原田 直巳 内山 和信 

事業内容 優先出資証券の発行及び劣後ローン

の貸付 

劣後ローンの借入及び優先出資証券

の引受 

設立年月 平成 14 年８月  

資本金 16 億円 35 億円 

解散の日程 平成 21 年３月末までに清算結了（予定） 

 

【株式会社みずほ銀行保有子会社】 

会社名 Mizuho Preferred Capital (Cayman) E Limited 
所在地 PO Box 309, Ugland House, Grand Cayman KY1-1104, Cayman Islands 
代表者氏名 原田 直巳 

事業内容 優先出資証券の発行及び劣後ローンの貸付 
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設立年月 平成 14 年８月  

資本金 24 億円 

解散の日程 平成 21 年３月末までに清算結了（予定） 

 

【株式会社みずほコーポレート銀行保有子会社】 

会社名 Mizuho Preferred Capital Company  
L.L.C. 

Mizuho Preferred Capital Holdings, Inc. 

所在地 One Rodney Square, 10th Floor, Tenth 
and King Streets, Wilmington, New 
Castle Country, Delaware 19801, U.S.A. 

Corporation Trust Center, 1209 Orange 
Street, Wilmington, Castle County, 
Delaware, U.S.A. 

代表者氏名 古川 幸生 

事業内容 金融業務 持株会社 

設立年月 平成 10 年２月  

資本金 125 百万米ドル 135 百万米ドル 

解散の日程 平成 21 年３月末までに清算結了（予定） 

 

会社名 Mizuho JGB Investment L.L.C. Mizuho JGB Investment Holdings Inc. 
所在地 One Rodney Square, 10th Floor, Tenth and King Streets, Wilmington, New Castle 

Country, Delaware 19801, U.S.A. 
代表者氏名 古川 幸生 

事業内容 金融業務 持株会社 

設立年月 平成 10 年３月  

資本金 200 百万米ドル 223 百万米ドル 

解散の日程 平成 21 年３月末までに清算結了（予定） 

 

２．解散の理由 

取締役会において、上記子会社が発行・引受または供与・借入した優先出資証券または劣

後ローンにつき、平成 20年６月に全額償還または返済することを決定したためであります。 

 

３．当該事実が当社の損益に与える影響 

当該事実による当社の平成 20 年 3 月期の業績予想（連結・単体）への影響はございません。 

 

以 上 
 

この文書は、当社子会社の解散について、一般に公表するために作成されたものであり、日本国内外を

問わず一切の投資勧誘またはそれに類する行為のために作成されたものではございません。 
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